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はじめに 
私の名前はメアリー・ハーニーです。私は人権法の博士号を取得しており、ゴールウェイ大学法学部アイルランド人権センターの客員博士研究員（ポストドクター）を務めています。このたび、新たな「高齢者の権利に関する国連条約」の起草に向けた「高齢者の権利に関する政府間作業部会」に対し、本意見書を提出できることを光栄に思います。

77歳の人権活動家として、私は本意見書に、第一に「実体験に基づく専門知識」を盛り込みます。私は米国メイン州の大西洋大学（College of the Atlantic）や、ゴールウェイ大学アイルランド人権センターでの法学修士（LLM）課程中に人権法クリニックで活動し、様々な世代間・異文化間のプロジェクトやコミュニティに関わってきました。高齢者として、私は若い世代と共有できる実践的な経験を持っており、教育や地域社会への啓発活動に情熱を注いでいます。第二に、私は人生の最初の16年半を、国家が認可した収容施設（具体的には、母子施設および産業学校）に収容されていた経験を持つ高齢者として、本意見書を執筆しています。

本意見書では、本条約の起草過程において盛り込まれ、検討されるべき以下の課題について論じます：
· なぜ、高齢者の人権を保障するために新たな国連条約という枠組みが必要なのでしょうか？
· 現在の制度構造による自律と尊厳の侵害が、医療制度や「ケア」施設における高齢者虐待を招いていること。
· 国家および民間部門による高齢者の制度的な排除と周縁化。
· この条約の根底をなすべき中核的原則としての尊厳、自律、協働、そしてコミュニティ。
· 今後の展望：協働と世代間共生の実現に重点を置く、高齢者のニーズに対応する計画の策定を、締約国に義務づけること。

なぜ、高齢者の人権を保障するために条約という枠組みが必要なのでしょうか？
高齢者の権利に関する条約は、世界中で増加する高齢者虐待の発生率に対処し、高齢化に伴う課題に充てられる資源の減少という問題に取り組む上で極めて重要です。高齢者は、自らの協力や意見なしに設計された構造や制度を通じて事実上社会から排除されており、その結果、彼らの尊厳、自律、そして社会における価値を完全に損なうシステムが生み出されています。

医療制度における高齢者虐待と差別
高齢者への虐待は、必ずしも意図的なものではなくても、私たちの医療制度において広く見受けられます。第一に、アイルランドの多くの病院の救急部門では、ストレッチャーに乗せられた人々が廊下に並び、看護師や医師の診察を受けるまで数時間から数日間も待たされるのが常態化しています[footnoteRef:1]。これは非常に苦痛で混乱を招く経験であり、特に高齢者には大きな影響を与えます。なぜなら、彼らは病院の規定について十分な説明を受けていないことが多く、順番待ちリスト上の単なる番号として扱われてしまうからです。この患者を「保管」するようなシステムは、全国的に増加する人口のニーズを満たす病院施設が不足していることに起因しています。しかし、高齢者は病院スタッフに自身の懸念を伝えられないことが多いため、この状況は特にトラウマとなります。  [1:  例えば、「90歳の患者が病院のベッドを待つ間、45時間椅子に座りっぱなしだった – INMO」RTE News（2026年1月13日）https://www.rte.ie/news/health/2026/0113/1552844-hospital-overcrowding/。] 


高齢者は、年齢を理由に医療保険や、最新のがん治療などの最適な医療を受けることを頻繁に拒否されています[footnoteRef:2]。このような医療の拒否は、生存権の侵害であり、高齢者の生命と存在を軽視するものであり、医療へのアクセスに「分離され、かつ不平等な」二層構造のシステムを生み出しています。第三に、病院の事務体制は次第に自動化が進んでおり、医療における対面での接触が制限されています。これは高齢者の尊厳に影響を及ぼし、身体的、感情的、精神的な健康とウェルビーイングに関わる決定から、高齢者がますます排除されつつあります。  [2:  例えば、マイケル・マクヘイル、『欧州全域のがんガイドラインで高齢者が見落とされている』、「アイルランド医学タイムズ」（2025年4月25日） https://www.imt.ie/news/older-adults-overlooked-in-cancer-guidelines-across-europe-25-04-2025/#:~:text=By%20Michael%20McHale%2025th%20April,geographic%20and%20disease-specific%20factors. ] 


医療現場においても、より広い社会においても、エイジズム（年齢差別）や偏見が蔓延しており、特にアルツハイマー病や認知症の人々（その大多数は65歳以上）に対して顕著です。とりわけこれらの人々の自律は軽視されがちであり、意思決定権がしばしば奪われ、家族や医療専門家に委ねられています。高齢者が自らのニーズを表明し、それが真剣に受け止められるようにするための仕組みはほとんど整備されていません。 

公的・民間機関による高齢者の社会からの排除
特にアイルランドでは、高齢者が様々な形で社会から排除されています。第一に、アイルランドでは65歳での定年退職が法的に義務付けられているわけではありませんが、多くの民間企業の契約では、65歳での定年退職が義務付けられています。これにより、高齢者は自らの貴重な経験、知識、知性を社会に還元する機会を奪われるだけでなく、生計を立てる権利も否定されています。高齢者は無力な存在へと追い込まれ、その生来の知性が軽視され、十分に活用されていないとも言えます。社会への参加は求められておらず、むしろ阻まれているのです。 

第二に、収容は、国家が高齢者のニーズに「対処」するための主要な仕組みとなっています。高齢者、特に追加的な医療的ケアを必要とする人を施設に入所させることで、彼らは人間性を奪われ、ケア施設や老人ホームといった場所で事実上、社会から隔離されてしまいます。こうした施設では、入居者はしばしば他人と部屋を共有することを余儀なくされ、自由や移動が厳しく制限されます。さらに、自炊が許されなかったり、食事の内容を選べなかったりすることも多いです。これらは多くの人々、特に施設内での虐待被害の経験者にとって、極めてトラウマを刺激する状況となり得ます。こうした困難は、個室を借りる余裕のない低所得者や、こうした収容施設において文化的ニーズがほとんど考慮されない移民背景を持つ人々にとって、さらに深刻化することが多いです。

高齢者は、社会の他の構成員と同様に、自由、投票、医療に関する基本的な権利を有していますが、現行の国際的および国内の人権関連文書は、高齢者が基本的人権を行使する際に直面する追加的な障壁を認めていません。各国は一般的に、普遍的な人権を促進する自国の憲法に依拠しますが、これらの法律とその執行措置（あるいはその欠如）は、実際には必ずしも包摂的ではありません。例えば、すべての市民には憲法上の選挙権がありますが、多くの高齢者は投票の仕組みの複雑さを理解するのに苦労しており、身体的に移動の問題を抱える人々は、投票所へのアクセスに困難をきたすことが多いです。

高齢者の権利に焦点を当て、高齢者が基本的権利を行使できるよう、締約国に対し、積極的な措置や配慮を義務付けるためには、新たな高齢者の権利に関する国連条約が不可欠です。 

新しい条約の根底にあるべき基本原則
高齢者の権利に関する国連条約は、高齢者が社会において有意義に参加し、包摂されることを可能にする実践的な枠組みを提供しなければなりません。この枠組みは、高齢者の生来の価値と尊厳を認め、また彼らが社会にもたらす価値を認識することに基づいていなければなりません。特に以下の原則に重点を置く必要があります：

· 高齢者の生活のあらゆる分野、特に医療および居住の分野において、高齢者の自律と尊厳を確保すること。
· 高齢者のニーズを満たすための包括的アプローチとして、収容や勾留ではなく、世代間共生による地域生活を推進すること。
· 高齢者が社会にもたらす経験と知恵を尊重すること。
· 既存の法制度における高齢者の権利に焦点を当て、それらの権利が実際に行使可能となるよう確保するという、国家の積極的義務。

今後の展望：世代間の地域での共生
第一歩として、国が高齢者に対する権限と義務を民間運営のケア施設に委ねることによって生じる虐待を防ぐため、国際的な法的保障措置を実施しなければなりません。国が業務を外部委託する場合、特に老年医学の専門研修の分野において、包括的かつ厳格な研修プログラムが確実に提供されるよう、真剣な義務を課す必要があります。宗派を超えた施設や文化的配慮が利用できることを確認するための監視メカニズムの導入は、喫緊の課題です。最終的に、国家は高齢市民の健康とウェルビーイングに責任を負わなければなりません。 

しかし、本条約はさらに踏み込み、締約国に対し、施設入所への依存から積極的に脱却し、代わって、包括的なケアと地域社会の枠組みの中で、高齢者が尊厳を持って生活できるよう支援する義務を課さなければなりません。まず第一に、国は、高齢者が希望する場合、自宅を売却したり、年金や貯蓄を使い果たしてケア施設や養護施設に入所せざるを得なくするのではなく、自宅での生活を続けられるよう、最善の努力を払うべきです。

本条約の核心となるべきは、世代間地域共生という考え方、すなわち高齢者が生活を続け、周囲の地域社会に参加し続けるための「村」の概念です。こうした空間の構築には、より一層の創造性と想像力が必要ですが、何よりも重要なのは、高齢世代との協働です。私は、アイルランド人権センターでの法学修士（LLM）課程在学中や、人権法クリニックでの活動を通じて、世代間共生の要素を実際に体験してきました。年齢層を超えた友情や連帯は、この原則にとって極めて重要です。また、「高齢者」だけを対象としたものではなく、社会のあらゆる人々が互いに関わり合い、誰もが提供できるスキルや知識を持っていることを認識できる環境となるスポーツや音楽のクラブ、サークルも同様に重要です。スウェーデンの「セッルボ（Sällbo）」モデルなど、この種のコミュニティ生活には多くのモデルが存在します[footnoteRef:3]。 [3:  デレク・ロバートソン、「『まるで家族のような』：孤独を癒やすために設計されたスウェーデンの住宅実験」、ガーディアン（2020年9月15日） https://www.theguardian.com/world/2020/sep/15/its-like-family-the-swedish-housing-experiment-designed-to-cure-loneliness.] 


この原則は、高齢者の尊厳と価値を保障する上で中核をなすものであり、国連高齢者権利条約は、高齢者がこのようなライフスタイルを送れるよう、積極的な措置が講じられることを確実にしなければなりません。 

本意見を検討していただき、ありがとうございます[footnoteRef:4]。  [4:  また、本稿に関する議論や編集面での支援をしてくれた、ゴールウェイ大学アイルランド人権センターおよび法学部で法学（BCL）および人権を専攻する最終学年の学生、ジュディス・ウォー氏にも感謝する。 ] 


（翻訳：佐藤久夫、　　　　）
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